
１．重要な会計方針

 （１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　　関係法人株式については取得価額とした。

 （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産の評価方法は最終仕入原価法による原価法とした。

 （３）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　定率法または旧定率法を採用している。

　但し、平成10年4月1日以後に取得した建物（付属設備を除く）については旧定額法、

 平成19年4月1日以後に取得した建物（付属設備を除く）については定額法、

  平成28年4月1日以後に取得した建物付属設備及び構築物については定額法を採用している。

②無形固定資産

　定額法を採用している。

③長期前払費用

　法人税法の規定に基づく期間均等償却

 （４）引当金の計上基準

　退職給付引当金については、期末退職給与の要支給予定額とした。

 （５）消費税などの会計処理

　消費税等の会計処理は税込方式による。

 （６）税効果会計

　法人税法上の収益事業にかかる課税所得の額に重要性が乏しいため適用しない。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

特定資産

近代化基金

施設運営基金

利子補給資金

事業資金

勘定科目

＜運輸事業振興助成交付金事業＞

当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

0 0 2,616,832,0132,616,832,013

   財務諸表に対する注記

該当なし

期首帳簿価額

1,054,089,508 0 0 1,054,089,508

9,771,125 0 0 9,771,125

87,948,786 11,657,741 0 99,606,527



固定資産

土地

建物

建物付属設備

構築物

車両

備品什器

ソフトウェア

機械設備

電話加入権

下水道施設利用権

長期前払費用

＜一般事業＞

退職給付引当資産

財政調整積立金

記念事業積立金

緊急救援輸送対策積立金

＜研修会館等事業＞

＜施設運営基金事業＞

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

基本財産

勘定科目 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

682,943,567 0 0 682,943,567

793,074,502 0 31,413,027 761,661,475

94,820,208 0 19,160,869 75,659,339

50,785,286 0 12,581,220 38,204,066

340,000

1,056,692 3,638,560 856,727 3,838,525

3,230,080 2,682,394 2,305,955 3,606,519

2,693,713

0 46,896 536,273

6,567,736 0 976,899 5,590,837

340,000 0 0

小　　　計 5,404,892,120 17,978,695 68,216,712 5,354,654,103

155,735 0 47,787 107,948

583,169

80,517,059 5,308,954 0 85,826,013

60,989,500 0 0 60,989,500

23,019,267 0 0 23,019,267

60,000,000 0 0 60,000,000

小　　　計 224,525,826 5,308,954 0 229,834,780

施設備品什器補修引当資産 8,690,000 0 0 8,690,000

施設取得資金（公） 75,763,124 7,731,238 0 83,494,362

施設取得資金（収、他） 166,060,822 11,268,762 0 177,329,584

小　　　計 250,513,946 19,000,000 0 269,513,946

施設整備・維持管理引当資産 46,309,705 0 0 46,309,705

小　　　計 46,309,705 0 0 46,309,705

特定資産計 5,926,241,597 42,287,649 68,216,712 5,900,312,534

合　　　計 5,926,241,597 42,287,649 68,216,712 5,900,312,534

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対
応する額）

勘定科目

該当なし

小　　　計 0 (0) (0) ―

0 827,332 1,866,381



特定資産

近代化基金

施設運営基金

利子補給資金

事業資金

固定資産

土地

建物

建物付属設備

構築物

車両

備品什器

ソフトウェア

機械設備

電話加入権

下水道施設利用権

長期前払費用

＜一般事業＞

退職給付引当資産

財政調整積立金

記念事業積立金

緊急救援輸送対策積立金

＜研修会館等事業＞

＜施設運営基金事業＞

４．担保に供している資産

該当する資産はない。

勘定科目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対
応する額）

＜運輸事業振興助成交付金事業＞

2,616,832,013 (2,616,832,013) (0)

1,054,089,508 (935,781,226) (118,308,282)

9,771,125 (0) (9,771,125)

99,606,527 (0) (99,606,527)

(38,204,064) (2)

682,943,567 (378,239,598) (304,703,969)

761,661,475 (458,426,091) (303,235,384)

3,606,519 (3,606,512) (7)

75,659,339 (72,995,073) (2,664,266)

38,204,066

5,590,837 (5,035,639) (555,198)

340,000 (340,000) (0)

107,948 (0) (107,948)

536,273 (524,833) (11,440)

23,019,267 (0) (23,019,267)

85,826,013 (0) (0) (85,826,013)

施設備品什器補修引当資産 8,690,000 (0) (8,690,000)

60,989,500 (0) (60,989,500)

46,309,705 (0) (46,309,705)

60,000,000 (0) (60,000,000)

5,900,312,534 (4,515,689,955) (1,298,796,566) (85,826,013)

施設取得資金 260,823,946 (0) (260,823,946)

施設整備・維持管理引当資産

小　　　計 5,900,312,534 (4,515,689,955) (1,298,796,566) (85,826,013)

合　　　計

1,866,381 (1,866,381) (0)

3,838,525 (3,838,525) (0)



５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（１）一般事業

建　　　　物

建物付属設備

構築物

什器備品

ソフトウェア

（２）研修会館等事業

建　　　　物

建物付属設備

構築物

什器備品

長期前払費用

（３）運輸事業振興助成交付金事業

建　　　　物

建物付属設備

構築物

車両

什器備品

ソフトウェア

機械設備

下水道施設利用権

長期前払費用

1,006,656

6,369,000 329,065 6,039,935

合　　　　　計

勘定科目

79,237 46,675

車両 4,817,291 3,891,670 925,621

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

32,562

1,447,727

勘定科目

2,395,876 948,149

1,061,500 54,844

6,063,526 1,317,602

18,744,000 6,457,657 12,286,343

7,381,128

11,524,054 3,120,062 8,403,992

34,479,032 17,462,521 17,016,511

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

6,031,170 4,014,539 2,016,631

301,083 322,289623,372

24,627,650 7,794,191 16,833,459

80,054 29,442 50,612

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,575,691,561 814,030,086 761,661,475

519,290,906 443,631,567 75,659,339

294,197,484 255,993,418 38,204,066

15,084,367 11,245,842 3,838,525

135,953,165 132,346,646 3,606,519

23,601,932 18,011,095 5,590,837

713,250 605,302 107,948

2,569,517,848 1,678,512,435 891,005,413

848,523 378,200 470,323

合　　　　　計

勘定科目

合　　　　　計

4,136,660 2,270,279 1,866,381



６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

残高なし。
全 国 関 連 事 業
推 進 助 成 金
（ 事 故 防 止 大 会 ）

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 807,900 807,900 0

残高なし。

近 代 化 基 金 融 資 利 子 補 給金
助 成 金

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 2,303,774 2,303,774 0 残高なし。

全 国 関 連 事 業
推 進 助 成 金
（ ド ラ イ バ ー コ ン テ ス ト 事 業 ）

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 2,625,271 2,625,271 0

残高なし。

貸借対照
表上の記載

区分
当期増加額 当期減少額 当期末残高補助金等の名称 交付者 前期末残高

運 輸 事 業 振 興 助 成
交 付 金

補助金

0福岡県

助成金

地 方 適 正 化 事 業 体 制 整 備
助 成 金

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 30,305,000 30,305,000 0

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 395,580 395,580 0

残高なし。

残高なし。

残高なし。

全 国 関 連 事 業
推 進 助 成 金
(ﾄﾗｯｸの日全国統一広報事業）

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 1,500,000 1,500,000 0 残高なし。

物 流 革 新 に 向 け た
創 意 工 夫 事 業 助 成 金

全 国 関 連 事 業
推 進 助 成 金
（ 人 材 確 保 支 援 事 業 ）

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 500,000 500,000 0

ト ラ ッ ク 輸 送 に お け る
働 き 方 改 革 推 進 助 成 金

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 3,000,000 3,000,000 0 残高なし。

0 963,064,525 963,064,525 0合　　　　計

0 0 0 0

0818,766,000818,766,000

残高なし。

ごみのポイ捨て防止対策事業
助 成 金

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 1,000,000 1,000,000 0 残高なし。

全 国 関 連 事 業
推 進 助 成 金
（ 震 災 体 制 整 備 事 業 ）

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

残高なし。
ト ラ ッ ク 運 転 手 確 保 対 策
補 助 金

福岡県 0 101,861,000 101,861,000 0



７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

８．重要な後発事象

該当する事項はない。

９．付属明細書

（１）「基本財産及び特定資産の明細」については、本注記２に記載の通り。

（２）「引当金の明細」については、以下の通り。

役員退職慰労引当金 1,700,000 0 1,700,000 0 0

52,459,599

除却損計上等による振替額 9,132

52,468,731

勘定科目

80,517,059 7,443,294 2,134,340 0 85,826,013

期首帳簿価額 当期増加額
当期減少額

期末帳簿価額

78,817,059 7,443,294 434,340 0 85,826,013

その他目的使用

合　　　　計

金　　　額

経常収益への振替額

減価償却費計上による振替額

合　　　　　　計

退職給付引当金

内　　　　容


